
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

静岡県 清水町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

31,481
8.84

8,174,973
7,791,387
345,668

人(H19.3.31現在)
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千円
千円

財政力

財政力指数 [1.00]

類似団体内順位
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類似団体内平均値

1.00

清水町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [75.0%]

類似団体内順位
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [111,546円]

類似団体内順位

[ 106/153 ]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [94.6]

類似団体内順位
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [7.72人]

類似団体内順位
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [10.5%]

類似団体内順位
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [266,390円]

類似団体内順位
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

清水町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
○財政力指数
　交付税制度改革の影響や景気回復による法人町民税の増加により、ここ５年間で連続した伸びを見せ1.00となった。定員
管理（５年間で4.8％減）など行財政改革による歳出削減を実施するとともに、徴収事務の強化や未利用地の処分などの歳
入確保を引き続き行い、財政基盤の強化に努める。
○経常収支比率
　個人及び法人町民税や所得譲与税などの増額により、比率算定の上での分母となる経常一般財源が増加したことにより、
前年度を下回る指数となった。類似団体平均を下回っているものの、ここ数年上昇傾向にあったため、今後においても行財
政改革の取り組みを通じて義務的経費の削減に努め、現在の水準を維持していく。
○ラスパイレス指数
　特別昇給の停止や昇給・昇格の抑制により、類似団体平均を下回る指数となっている。今後においても、従来どおり人事
院勧告に基づき給与改正を行い、給与の適正化に努める。
○実質公債費比率
　大規模建設事業の適切な取捨選択の結果、類似団体平均を下回っている。今後においても緊急度及び必要性を十分検
討した上で事業の取捨選択を行い、起債の新規発行額を抑制することにより、公債費負担の健全化に努める。

○人口１人当たり地方債現在高
　地方債の新規発行を伴う普通建設事業の適切な取捨選択の結果、前年度と比較して減少するとともに、類似団体平均を下
回っている。今後においても、緊急度及び必要性を十分に見極めた上で事業の選択を行うことにより、起債の新規発行額を抑
制し、将来負担の健全性を維持していく。
○人口1,000人当たり職員数
　常備消防を町が設置している等の理由により、現在のところ類似団体平均を上回っているが、平成22年４月１日における町
職員の総定員について、平成17年４月１日に対して、新地方行革指針に掲げられいる4.6％減を上回る数値目標として4.8％減
（13人減）程度の純減を図ることを目標としている。
○人口１人当たり人件費・物件費等決算額
　類似団体平均を上回っているのは、人口1,000人当たり職員数が類似団体平均を上回っていることから人件費が高く、また、
年少人口の割合が高いことから、保育所待機児童解消のための定員外受入れによる臨時職員賃金等の物件費が高いためで
あり、今後とも行財政改革の取り組みを通じて、人件費や物件費等の経費の削減に努める。



歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 静岡県 清水町

経常収支比率の分析

人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

31,481
8.84

8,174,973
7,791,387
345,668

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値

経常収支比率（合計）
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静岡県市町村平均

81.4

(%)

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

70.2

105.0

88.187.087.1
83.483.1

H18H17H16H15H14

75.076.676.6
74.473.1

人件費

H18類似団体内順位

92/153

全国市町村平均

28.2

静岡県市町村平均

26.6

(%)

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

18.4

44.7

27.628.228.6
26.527.3

H18H17H16H15H14

29.3
30.531.5

29.529.0

物件費

H18類似団体内順位

97/153

全国市町村平均

12.9

静岡県市町村平均

13.0

(%)

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

3.9

26.9

14.615.314.914.815.3

H18H17H16H15H14

15.6
16.717.117.618.5

扶助費

H18類似団体内順位

70/153

全国市町村平均

8.6

静岡県市町村平均

6.1

(%)

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

1.9

9.7

4.94.64.7

3.7
3.2

H18H17H16H15H14

4.6

3.33.1
3.5

3.1

その他

H18類似団体内順位

18/153

全国市町村平均

10.6

静岡県市町村平均

8.7

(%)

0.0

6.0

12.0

18.0

24.0

0.5

16.8

11.510.510.710.49.7

H18H17H16H15H14

8.18.37.77.26.7

補助費等

H18類似団体内順位

8/153

全国市町村平均

10.2

静岡県市町村平均

9.0

(%)

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

2.9

24.7

12.6
12.812.912.212.1

H18H17H16H15H14

4.3
4.44.24.34.5

公債費

H18類似団体内順位

39/153

全国市町村平均

19.8

静岡県市町村平均

18.0

(%)

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

5.6

33.5

16.915.615.315.815.5

H18H17H16H15H14

13.113.413.012.311.3

公債費以外

H18類似団体内順位

7/153

全国市町村平均

70.5

静岡県市町村平均

63.4

(%)

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

56.9

85.7

71.2
71.471.8

67.667.6

H18H17H16H15H14

61.963.263.662.161.8
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類似団体平均

清水町

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
○経常収支比率（合計）
　個人及び法人町民税や所得譲与税の増額により、比率算定の上での分母となる経常一般財源が増加したことにより、前年度
を下回る指数となった。類似団体平均を下回っているものの、ここ数年上昇傾向にあったため、今後においても行財政改革の取
り組みを通じて義務的経費の削減に努め、現在の水準を維持していく。
○人件費
　人件費に係る経常収支比率は、類似団体平均値より高くなっているが、人口一人当たり決算額は、類似団体平均値を下回る
指数となっている。今後においても、定員適正化計画に基づき職員を削減し、人件費の削減に努める。
○物件費
　物件費に係る経常収支比率は類似団体平均を上回っているものの、これまでの徹底した節減合理化や行財政改革の取り組
みの効果により年々減少傾向にある。今後も同様の取り組みを継続することにより、更なる減少を図る。
○扶助費
　扶助費に係る経常収支比率が前年度と比較して急激に上昇したのは、町内に新たに民間保育所が開所したことや児童手当
の支給年齢の引き上げがあったためである。今後も増加傾向で推移すると見込まれるが、扶助費の性質上、安易な削減ができ
ないため、それ以外の経費を圧縮することにより、扶助費の増加分を捻出していくこととなる。
○公債費
　地方債の新規発行を伴う普通建設事業の適切な取捨選択の結果、経常収支比率、人口一人当たり決算額ともに類似団体平
均を下回っている。前年度と比較して比率は減少したものの、年々増加傾向にあることから、今後においても緊急度及び必要性
を十分見極めた上で事業の選択を行い、将来負担となる公債費の抑制に努める。
○補助費等
　消防業務やごみ処理を一部事務組合で行っていないことなどのため、それらに係る負担金などが類似団体と比較して少ない
ことから、類似団体平均を大きく下回っている。なお、各種団体への補助金の削減への取り組みについては、前年度に見直しを
行い、一律10％の削減をしたところである。今後においても、現在の水準を維持していくよう努める。
○普通建設事業費
　財政基盤の強化を図るため、普通建設事業費を抑制したことが影響し、人口一人当たり決算額が前年度と比較して大きく減
少するとともに、類似団体平均を下回ることとなった。今後において、耐震性の劣る公共施設の改築など大規模建設事業が控
えており上昇すると考えられるが、公債費や実質公債費比率などの指標への影響を引き続き考慮した上で、適切な事業実施を
図る



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,937,300 61,539 62,819 ▲ 2.0
賃金（物件費） 210,753 6,695 4,087 63.8
一部事務組合負担金（補助費等） 20,284 644 7,782 ▲ 91.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 155 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 94,551 3,003 3,100 ▲ 3.1
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 22,836 725 1,338 ▲ 45.8
▲退職金 ▲ 146,867 ▲ 4,665 ▲ 5,638 ▲ 17.3
合計 2,138,857 67,941 73,642 ▲ 7.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.72 7.08 0.64
ラスパイレス指数 94.6 95.6 ▲ 1.0

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 783,583 24,891 35,094 ▲ 29.1

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等 - - 6 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 323,462 10,275 9,900 3.8
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額 2,109 67 3,982 ▲ 98.3

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額 - - 1,698 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） - - 11 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 531,261 ▲ 16,876 ▲ 26,583 ▲ 36.5

合計 577,893 18,357 24,108 ▲ 23.9

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 静岡県 清水町

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

2,150,005 69,034 ▲ 11.4 66,183 ▲ 4.7 ▲ 6.7

うち単独分 1,945,256 62,460 13.6 45,829 ▲ 3.2 16.8

2,183,610 69,817 1.1 59,853 ▲ 9.6 10.7

うち単独分 1,573,438 50,308 ▲ 19.5 38,883 ▲ 15.2 ▲ 4.3

1,453,520 46,257 ▲ 33.7 52,737 ▲ 11.9 ▲ 21.8

うち単独分 1,106,223 35,204 ▲ 30.0 35,895 ▲ 7.7 ▲ 22.3

1,522,273 48,279 4.4 42,971 ▲ 18.5 22.9

うち単独分 1,280,888 40,623 15.4 27,006 ▲ 24.8 40.2

739,991 23,506 ▲ 51.3 41,759 ▲ 2.8 ▲ 48.5

うち単独分 640,883 20,358 ▲ 49.9 25,833 ▲ 4.3 ▲ 45.6

過去５年間平均 1,609,880 51,379 ▲ 18.2 52,701 ▲ 9.5 ▲ 8.7

うち単独分 1,309,338 41,791 ▲ 14.1 34,689 ▲ 11.0 ▲ 3.1

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額
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歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 静岡県 清水町

当該団体値 類似団体平均値



○財政比較分析表・歳出比較分析表について 

 

地方分権の推進に伴い、地方公共団体の行財政の運営については、住民に対する説明責任を果たすことがますます重要になるとともに、財政状況につ

いて、より積極的に情報を開示することが求められています。 

平成17年度から、共通の様式である「財政状況等一覧表」により、町の総合的な財政情報を公表しているところですが、さらなる財政情報の開示を推

進するため、財政比較分析表及び歳出比較分析表により、財政分析や歳出比較を公表するものです。 

 

○用語解説 

   

＊類似団体 

   人口及び産業構造などにより、全国の市町村を35のグループに分類した結果、清水町と同じグループに属する市町村をいいます。 

＊財政力指数 

   地方公共団体の財政力の強弱を示す判断指数として用いられるもので、１に近くあるいは１を超えるほど財源に余裕があるものとされています。 

＊経常収支比率 

 地方税など地方公共団体が自由に使える収入のうち、人件費や公債費（借金返済）など義務的に支払わなければならない経費が占める割合をいいま

す。経常収支比率が高いほど固定的な歳出負担が重くなるため、自治体財政の硬直度を示す指標として用いられ、80％以下が健全性の目安とされて

います。 

＊ラスパイレス指数 

   職員の給与水準について、国家公務員の給与水準と比較した指数をいいます。国家公務員の平均給与額を100として、職員の平均給与額を算定した

ものとなっています。 

＊実質公債費比率 

   平成18年度の地方債制度の改正により新たに導入された財政指標です。普通会計だけでなく、公営企業会計など他の特別会計を含めた地方自治体全

体の公債費（借金返済）の負担度合いを示すもので、18％未満が健全性の目安とされています。 

  ＊地方債 

   公共事業の財源などとして、町が国や金融機関から借り入れたもので、町の借金のことをいいます。 

＊人件費 

  職員の給与や議員の報酬など、職員などに対して勤労の対価、報酬として支払われる経費をいいます。 



＊物件費 

  臨時職員の賃金、職員旅費、消耗品の購入費、燃料費、印刷や製本に係る費用、業務の委託料、借地料や物品使用料など、町が支出する消費的な性

質の経費をいいます。 

＊扶助費 

  児童福祉や老人福祉などのため、法令に基づき扶助が必要な方に支給する費用のことをいいます。 

＊公債費 

  町が借り入れた地方債（借入金）を返済する経費をいいます。 

＊補助費等 

  法令や契約に基づいて負担しなければならない負担金、各種団体への補助金や特定の事業に対する助成金、火災・自動車損害保険料、税金の還付金

などの経費をいいます。 

＊普通建設事業費 

  道路、橋りょう、学校や庁舎など、公共用又は公用施設の新設や増設などの建設事業に要する投資的な経費をいいます。 
 




